



























最決平成30年 6 月26日刑集72巻 2 号209頁
桑 島 翠



































（ 1 ）　宮崎地判平成27年12月 1 日刑集72巻 2 号217頁参照。同判決の評釈として、中村功一
「判批」警察学論集69巻 2 号（2016年）145頁以下、岡田志乃布「判批」研修813号（2016年）
25頁以下。
（ 2 ）　福岡高判宮崎支部平成29年 2 月23日刑集72巻 2 号258頁参照。
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（ 4 ）　大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法　第 1 巻〔第三版〕』（青林書院、2015年）422頁
〔出田孝一〕。
344　　早法 95 巻 1 号（2019）
終わった物件を指す。犯罪行為の遂行のために使用した物件で、当該物件が構成
要件上不可欠である場合、例えば偽造文書行使罪における偽造文書、贈賄罪にお
いて供与した賄賂等に対しては、19条 1 項 1 号の組成物件没収が適用される。
（ 2）裁判例における供用物件該当性判断
　犯罪行為終了後の逃走又は逮捕を免れるために用意・使用された物に関して、
最判平成15年 4 月11日刑集57巻 4 号403頁は、覚せい剤密輸入等の被告人が、共
犯者から受け取った、犯罪実行の翌日に出国するための復路航空券につき、「刑

























（ 6 ）　福 嶋 一 訓「判 批」 研 修759号（2011年）30頁 以 下、 只 木 誠「判 批」『新・ 判 例 解 説
Watch 10号』（日本評論社、2012年）139頁以下は、撮影行為を、逃走を容易にし、かつ逮捕
を免れるものと評価する。
（ 7 ）　仙台高秋田支判昭和25年 3 月29日特報 8 号74頁、名古屋高判昭和38年 3 月11日判時335
号48頁
（ 8 ）　その他、構成要件該当行為以外の行為に使用した物件を没収した判例として、最判昭
和25年 9 月14日刑集 4 巻 9 号1646頁（窃盗が住居侵入のために使用した平角鉄棒）、東京高
























































は、被告人の B〔本件被害者〕ら 4 名に対する各犯行を促進したものといえ、刑


















































































































































（25）　原田國男『量刑判断の実際〔第 3 版〕』（立花書房、2008年） 8 頁、遠藤邦彦「量刑判断
過程の総論的検討」大阪刑事実務研究会『量刑実務体系　第 1 巻　量刑総論』（判例タイム
ズ社、2011年）58頁。









































（29）　例えば、東京高判昭和29年 5 月29日高刑判決特報40号138頁、最判昭和45年 1 月29日刑
集24巻 1 号 1 頁、東京地判昭和62年 9 月16日判時1294号143頁、静岡地判浜松支部平成11年
12月 1 日判タ1041号293頁。
（30）　岡田・前掲注（ 1 ）33頁、中村・前掲注（ 1 ）149頁、河原・前掲注（ 3 ）37頁。
（31）　例えば、東京都の公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する条例 5 条


















着目し、本件デジタルビデオカセットを刑法19条 1 項 2 号の供用物件として没収
する方法が考えられる。続いて、隠し撮り行為により「犯行状況が録画された」




















頁、広島高判平成22年 1 月26日 LEX/DB 25471442、広島地判平成27年12月 7 日 LEX/DB 
25542007、名古屋地判平成28年 4 月25日 LEX/DB 25542949などが存在する。
（35）　生成物件の例として、東京高裁昭和27年 9 月10日高刑集 5 巻10号1659頁、（公文書偽造
罪における偽造文書）、最判昭和30年 8 月 9 日刑集 9 巻 9 号1994頁（外国通貨偽造罪におけ
る偽造通貨）、前橋地判高崎支部平成17年 1 月14日 LEX/DB 28105372（通貨偽造罪における
偽造通貨）など。
（36）　東京高判平成22年 6 月 3 日判タ1340号282頁は、生成物件を「犯罪行為によって作り出
された物」と解釈し、これを否定するが、「犯行状況が記録された」記録媒体が作り出され
たとして、生成物件該当性を認める余地はあるだろう。この点につき、中村・前掲注（ 1 ）
155頁、滝谷・前掲注（ 3 ）141頁注23、樋口・前掲注（ 3 ）155頁。
352　　早法 95 巻 1 号（2019）
のように本件撮影行為は、強制わいせつ罪の実行行為と評価できるため、本件各
デジタルビデオカセットは撮影行為の供用物件又は生成物件として没収できる。
そのため、密接関連性や心理的促進を理由に、性犯罪の供用物件として没収する
本件の判断は、撮影行為が公判における審理・判決の対象とされていない場合に
限定されるだろう
（37）
。
（ 2）残された論点
　本件デジタルビデオカセットには、捜査や刑事訴追を免れる手段を確保するた
めに、①録画未了状態で撮影のために使用される側面と、②録画完了状態で被害
者に対する口止めのために使用される側面がある。②の点に着目すると、録画完
了状態のデジタルビデオカセットは犯行後に初めて生じるものであり、過去の実
行行為を促進することは考えられないため、促進説からは供用物件該当性を認め
ることが困難であるという指摘がなされている
（38）
。ここでは、犯行後に生じる物件
の使用を計画し、これによって心理的促進効果が生じた場合、犯行時に存在しな
い物件であっても没収してよいかが問題になる。例えば、被害者の告訴を断念さ
せる目的で、犯行時、性犯罪の犯行状況をデジタルビデオカセットに録画したう
えで、犯行後に当該デジタルビデオカセットの複製を行った場合が考えられよ
う。デジタルビデオカセットの複製品も性犯罪の供用物件として没収できるかは
本決定の枠組みからは明らかにならないが
（39）
、仮に没収が否定されるのであれば、
被害者保護の観点から民事手続による対応が必要とされる場合もあるだろう
（40）
。
（37）　第一審は、「このような被告人による隠し撮りは、B〔本件被害者〕ら 4 名に対する実
行行為そのものを構成するものでなく、もとより被告人がこうした隠し撮りを行ったことを
もって訴追されたわけでもない」としている。
（38）　滝谷・前掲注（ 3 ）141頁。
（39）　樋口・前掲注（ 3 ）155頁は、性犯罪の様子を撮影した記録媒体が生成物件に該当する
ことを前提に、記録媒体原本からの複製物についても間接的に生成物件該当性を認めようと
するが、複製行為が犯罪行為に該当しない以上、複製物を「犯罪行為によって生じ」たと評
価することは困難であろう。
（40）　高松高判平成17年12月 8 日判時1939号36頁は、刑事事件としては不起訴処分となった事
件の被害者の裸体を撮影したフィルムについて、被害者が写真撮影に同意していたものでは
なく、存在すること自体が被害者のプライバシーを侵害し又は侵害するおそれのある物であ
るとして、人格権に基づく妨害排除ないし妨害予防請求としてフィルムの廃棄を認めた。
